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本稿では，港湾関係者や地元市町と連携して，大規模災害後の港湾機能を維持継続するために，衣浦港

で働く堤外地の就労者が，津波または高潮に対して堤外地から迅速かつ的確に避難もしくは回避できる避

難対策の検討を行った．その結果，地区によって特性が異なることから，各地区の社会的・地理的特徴に

応じた避難行動のあり方を検討する必要があることが明らかとなった．また，意見交換会や避難検証を通

じて得られた意見や課題を示すとともに，港湾地域における避難対策の現状とその必要性を確認した．さ

らに，より実効性のある避難対策とするために，周知・啓発の取組と情報共有・連携が図れる推進体制の

構築を提案した．臨海部企業は，企業や地域防災力向上のために避難対策を推進し，市町や港湾管理者は，

これらの取組を支援していくものとしている． 

 

Key Words :  evacuation measure, tsunami evacuation, storm surge avoidance, waterside land, 

 community cooperation 

 

 

 はじめに 
 

平成23年3月にマグニチュード9.0という日本で観

測史上最大規模の東北地方太平洋沖地震が発生し，

我が国全体の産業活動や経済活動に大きな影響を及

ぼした．衣浦港においても，近い将来発生が予想さ

れている大規模地震等により大きな被害が発生する

ことが懸念されている．また，愛知県は地形特性か

ら，過去に高潮により大きな被害を受けており，近

年でも平成21年10月に愛知県沿岸に来襲した台風18

号は，伊勢湾台風に匹敵する高潮となり，三河湾を

中心に大きな被害となった．このような大規模災害

が発生すれば，衣浦港の生産活動の停止や港湾機能

の麻痺により中部圏における産業活動の低下ととも

に，我が国産業のサプライチェーンが途絶する恐れ

がある．さらに，衣浦港では，数万人規模の就労者

が従事しており，大規模災害時の確実な避難もしく

は回避が事業継続という観点からも必要不可欠であ

る． 

一方，港湾地域，特に堤外地は，防護ラインより

海側にあり，津波や高潮による浸水の可能性が高く，

土地利用や公的サービス等が制約されるという特殊

な条件下にある．また，立地・利用企業等の活動が

中心となっていることから，より実効的な避難対策

とするために，当該港湾における避難対策と整合を

図りつつ，企業等による自主的・主体的な対策が講

じられることが有効である． 

このことを踏まえ，筆者らは港湾関係者や地元市
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町と連携して，大規模災害後の港湾機能を維持継続

するために，衣浦港で働く堤外地の就労者が，津波

または高潮に対して堤外地から迅速かつ的確に避難

もしくは回避できる避難対策に取り組んでいる．そ

こで，本稿では，衣浦港の特性を踏まえて避難対策

の必要性について整理し，想定災害に対する避難対

策について検討した結果を示す．意見交換会や避難

検証の概要を示すとともに，避難対策の現状とその

必要性の理解・認識を確認し，避難対策の検証を行

った．最後に，港湾における避難対策の推進に向け

ての周知・啓発の取組内容や連携体制の構築につい

て提案する． 
 

 

 衣浦港臨海部における避難対策の必要性 
 

 衣浦港の特性 

港湾では，立地条件や地勢条件等から，津波や高

潮が来襲した際に迅速かつ的確な避難を実現するた

めの課題は多い．そこで，港湾の特殊性が反映され

た避難対策を検討するために，以下に示すように衣

浦港の社会的・地理的特徴の整理を行った． 

 地理的特性 

堤内地が堤外地より標高が低い地域もある． 

 産業上の特性 

臨海部に産業が集積しており，堤外地に数万人規

模の就労者が従事している． 

 地震・津波に対する特性 

津波の到達時間は，発災後 50～75 分程度である． 

堤外地の一部が浸水，または，堤内地が広く浸水

する可能性がある． 

 高潮に対する特性 

湾口が南に開き，湾の南北の距離が長いため，外

洋の海水が流入しやすい地形である． 

台風が愛知県の西を北上するときに，高潮が大き

くなる特異な地形特性を持っている． 

 

 津波避難と高潮回避の考え方 

「避難行動」は，災害の種類に応じて取るべき避

難行動が異なることから，図-1 に示すように，津波

に対しては，地震・津波の来襲を事前に予測するこ

とは不可能であるため「直ちに避難」とし，高潮に

対しては，台風の発生からコースや規模を事前に予

測することが可能であるため「事前に回避」とした． 

 

 

 地域連携の現状と課題 

衣浦港において，中小企業から大企業まで多様な

企業が数多く立地しているが，地区ごとの自主防災

組織など，地域連携の既存組織がない．防災や避難

に関しては，それぞれの企業が個々に対応している

のが現状である．より実効的な避難対策とするため

には，防災・避難に関して企業等による自主的・主

体的な対策が講じられるとともに，災害時における

企業間の協働を通じて地域防災力の向上が課題とな

る． 

 
 

 

 避難行動に資する浸水想定 
 

 対象範囲 

 本検討では，堤外地を避難対策の対象範囲とした．

堤外地は，津波シミュレーションにおいて浸水しな

い場合でも，場所によっては想定以上の施設被害が

発生し，浸水範囲が拡大する可能性があるため，津

波による浸水の有無に関わらず，避難対象地域とし

た． 

 

 対象災害 

 想定津波 

対象とする津波は，「最大クラスの津波」として，

愛知県が検討を行った「理論上最大想定モデル」と

した．これは，内閣府「南海トラフの巨大地震モデ

ル検討会」公表の 11モデルのうち，愛知県への影響

が大きいと想定されるケース 5 つを選定し，その結

果を重ね合わせ最大となる浸水域，浸水深を抽出し

たものである 1)． 

 想定高潮 

対象とする高潮は，愛知県が想定外力の条 

件を変えた複数のシナリオに基づき，湾の形状など

に代表される地形特性を考慮して検討を行った「高

潮ケース 2（室戸台風級）」とした 2)． 

 

 
表-1 各市町の津波到達時間と最大津波水位 

市町名 津波到達時間 最大津波水位 

半田市 64分 T.P.+3.3m 

武豊町 55分 T.P.+3.3m 

高浜市 75分 T.P.+3.3m 

碧南市 55分 T.P.+3.2m 

西尾市 50分 T.P.+4.6m 

 

 
 

(a) 津波避難 

 

 
 

(b) 高潮回避 

 
図-1 「津波避難」と「高潮回避」の考え方 

津波到達

避難開始
直ちに 避難

衣浦港では概ね50～75分

地震発生

高潮浸水

避難準備情報、避難勧告、避難指示

気象庁

台風情報
高潮注意報

高潮警報

特別警報

約24時間前

特別警報発表の

可能性周知

台 風 接 近

市町村

避難情報

回避
強風・豪雨により

回避が困難！

最接近

事前に

約12時間前 約6時間前
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 津波到達時間 

避難対策を検討するにあたり，避難行動の範囲を

把握するために「避難困難地域」を抽出する必要が

ある．「避難困難地域の抽出」において必要となる津

波到達時間の設定を行った．津波到達時間は，表-1

に示すように愛知県において公表している各市区町

村別の津波到達時間を用いて設定した 3)． 

 

 高潮浸水開始時間 

高潮回避の行動開始時点の判断のために，高潮の

到達時間図を図-2 に示す．衣浦港では，台風の紀伊

半島上陸から 3～4 時間で最接近し，潮位によっては，

最速で上陸して 4 時間後から高潮による浸水が開始

する結果となっている 2)． 

 

 

 津波避難対策の検討 
 

避難対策の現状とその必要性を把握するために，

図-3 に示すフローに従って，津波避難対策の検討を

行った． 

 

 避難可能距離の推計 

地震発生後の津波からの避難は，原則徒歩での避

難を前提として，避難可能距離（津波到達までに避

難目標地点に向かって移動できる距離）を式(1)で推

計した 4)． 

また，衣浦港においては最大 30cm程度の液状化が

想定されているため，避難可能距離の推計に際して，

路面性状の影響として液状化による速度低減を 0.65

とした 5)． 

          111 tTPL    (1)  

ここで，L1は避難可能距離，P1は歩行速度（1.0m/秒），

νは液状化による速度低減率（0.65），t1は避難行動開

始時間（5分）である． 

 
 

図-3 検討フロー 
 

表-2 避難可能距離の推計結果 

市町名 
津波到達時間 

（分） 

避難可能距離 

（m） 

半田市 64 2,301 

武豊町 55 1,950 

高浜市 75 2,730 

碧南市 55 1,950 

西尾市 50 1,755 

 

 

 式(1)より推計した各市町の避難可能距離を表-2に

示す．表-2から分かるように，衣浦港は南北に長い

湾形状をしているため，津波到達時間は約20分，避

難可能距離は約800mの差が南北で出ている．  

 

 避難ルートの選定 

避難可能距離の推計結果を踏まえて，避難目標地

点まで最も短時間でかつ安全に到達できることを前

提として避難ルートの選定を行った．選定にあたっ

ては，以下の項目に留意して選定した 4)． 

・避難目標地点は，「堤内地」もしくは「堤内地が浸

水している場合はその浸水域外」までとする． 

・橋梁等を有する道路を指定する場合は，落橋等に

よる道路の寸断がないこと． 

・SOLAS フェンスの存在・配置を確認し，作業時開

いているゲートのみ通行可能とする． 

・防潮扉および臨海鉄道の高架橋の存在・配置を確

認し，避難への影響を考慮する． 

・地震動により堤防が破堤し，地震発生後すぐに浸

水が始まると想定される箇所は避難ルートとして

選定しない． 

 

 避難困難地域の抽出 

 津波到達までに設定した避難ルートを通って，避

難目標地点まで到達できない地域を「避難困難地域」

とした 4)．抽出にあたっては，堤外地の津波による

浸水の有無に関わらず，地区ごとに避難困難地域と

なる要因が異なるため，表-3 に示す要因により避難

困難地域を分類した． 

 

 

避難訓練による検証

想定浸水域および到達時間の設定

避難可能距離の推計

避難ルートの選定

避難対策の推進

避難困難地域および避難困難者数の検討

課題の抽出

  
 

※台風が潮岬付近に上陸した時点からの浸水開始時間 

図-2 高潮浸水開始時間 

（高潮ケース 2（室戸台風級）） 

半田市 

武豊町 

高浜市 

碧南市 

西尾市 
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 避難困難者数の推計 

上述した避難困難地域内に滞留している人口を避

難困難者数として表-4 に示すデータを用いて推計し

た．避難対象者として，衣浦港臨海部の労働者，立

地・利用企業への来訪者および緑地やレジャー施設

等の利用のために一時的に来訪する港湾利用者も考

慮した． 

 

 津波避難に関する課題の抽出と避難行動のあり

方 

図-4 に避難困難地域および避難困難者数の検討結

果例を示す．これらの検討結果を用いて，衣浦港に

おける津波避難に関する課題を整理した． 

衣浦港では，堤外地の浸水範囲は限定的であるが，

「(a)浸水による避難困難地域」では，堤外地が浸水

し堤内地の避難目標地点まで避難できないため，堤

外地内で垂直避難を検討する必要がある．「(b)孤立に

よる避難困難地域（堤内地の浸水による）」では，堤

内地に浸水が広がる恐れがあるため，堤外地内で垂

直避難を含めた待避を検討する必要がある．さらに，

衣浦港では，堤外地と堤内地を橋梁で結ぶ地域が多

く，防護ラインに沿って臨海鉄道が通っている地域

が存在する．「(c)孤立による避難困難地域（構造物の

損傷による避難ルート寸断）」では，橋梁や臨海鉄道

の高架橋の落橋や損傷により堤内地への避難が困難

となる可能性があるため，堤外地内で垂直避難を含

めた待避を検討する必要がある． 

このように，衣浦港内においても，各地区の社会

的・地理的特徴に応じた避難行動のあり方を検討す

ることが重要であると考えられる． 

表-3 避難困難地域の分類 

避難困難地域 要因 堤外地 堤内地 考え方 

浸水による 

避難困難地域 
(a)堤外地の浸水による 

浸水 

あり 

浸水 

あり 

津波到達までに，設定した避難ルートを通って避難目標

地点まで到達できない地域 

孤立による 

避難困難地域 

(b)堤外地背後の堤内地

の浸水による 

浸水 

なし 

浸水 

あり 

堤内地に浸水が広がる可能性があり，津波到達までに，

設定した避難ルートを通って避難目標地点まで到達でき

ない地域 

(c)構造物の損傷による 

避難ルートの寸断 

浸水 

なし 

浸水 

なし 

構造物の崩壊や落橋により，津波到達までに，設定した

避難ルートを通って避難目標地点まで到達できない地域 

 

表-4 避難困難者数の推計方法 

項目 使用するデータ 

労働者 
・アンケート調査結果（平成 25年度「避難対策に関するアンケート」実施） 

・平成 21年経済センサス（総務省統計局） 

来訪者 
・「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（（社）日本港湾協会，平成 19 年 7 月）より，港湾の立地産

業に関連する交通量から推計 

緑地利用者 
・「平成 17 年度版公園緑地マニュアル」に掲載されている面積当たりの入園者数および上記基準に記

載されているピーク日利用者数に基づき推計 
 

       
(a) 浸水による避難困難地域      (b) 孤立による避難困難地域 

（堤内地の浸水による） 
 

図-4 避難困難地域および避難困難者数の検討結果例 

11号地地区

中央ふ頭西地区

衣浦児童公園1.1ha

半田緑地公園
6.4ha

避難困難者数

467人

労働者
(人)

来訪者
(人)

緑地利用者等
(人)

1,000 330 478

11号地・中央ふ頭西地区

半田市臨海公園
2.9ha

みなと公園7.0ha

2号地地区

へきなんエコパーク
6.0ha

避難困難者数（孤立）

2,621人

労働者
(人)

来訪者
(人)

緑地利用者等
(人)

1,971 650 0

2号地地区

 ： 浸水範囲

 ： 堤外地

 ： 避難困難地域

 ： 緑地公園

 ： 防護ライン
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 避難対策の検証 
 

 意見交換会の実施 

 意見交換会では，各関係市町に対して避難対策の

検討結果を説明するとともに，港湾における避難対

策の地域への反映や臨海部における避難対策の検討

体制の構築について意見を取り入れ，今後の実効性

のある避難対策の検討に取り組んでいる．主な意見

として，以下のような意見が挙がった。 

・地震・津波と高潮では，事象が異なることを理解

してもらい，正しい知識を持って避難対策の検討

を行っていることを周知することが必要である． 

・市町では，主に住民を対象とした避難対策の検討

を行っているため，臨海部企業まで手が回らない． 

・現時点で，企業側がどのような避難行動を取り決

めているのか情報入手できていない． 

防災意識の高い地区では，企業間で通信体制を構

築し訓練を実施している地域もあるが，自主防災組

織などの既存組織がないため，防災や避難に関して

地域連携が希薄な状況である．意見交換会では，確

実な避難のためには，地域や企業間の協働が重要で

あり，相互の避難対策の取組等について情報共有を

行う場や連携体制の構築が必要であるという認識を

得ることができた． 

 

 避難検証の実施 

 避難対策の検討において，中央ふ頭西地区は，浸

水による避難困難地域が存在する．この地域では，

津波が発生した場合，津波到達までに安全な高さが

確保できる場所への避難が求められる．そのため，

避難対策の検討結果を基に，問題点などを抽出して

確実な避難に向けて避難の検証を行った．避難検証

の実施日時・参加者等を表-5 に示す．避難検証の内

容としては，避難開始から避難場所到着までの移動

時間を計測し，危険な箇所や避難時に問題となる箇

所の有無を確認しながら検証を実施した．避難検証

の実施状況を写真-1に示す． 

 

 避難検証の結果と考察 

 避難検証の結果と避難時に問題となる箇所につい

て整理したものを図-5 に示す．その結果，避難を開

始してから約 40分で避難が完了している．中央ふ頭

西地区が位置する半田市の津波到達時間は 64 分と

なっているが，この結果から避難は十分に可能とは

言い難い．災害時には，液状化や建物の倒壊等によ

り歩行速度が低下することが予想される上に，避難

開始までに作業を中止して荷役機械等の退避や工場

施設等の停止などの，他者の安全確保や二次災害の

防止のために必要な作業を行う必要があるため，平

時からこれらを想定した取組が必要である． 

 また，避難検証を終えた参加者からは，「避難場所

が孤立する可能性がある」「作業員への情報伝達手段

は確立されておらず，最終的には個人で情報を入手

し判断を行う」という意見が挙げられ，低地での一

時的な避難場所や情報伝達手段も踏まえ，避難に最

適な場所や経路も併せて検討していくことが重要と

考えられる． 

表-5 避難検証の実施日時・参加者等 

実施日時 平成 26年 12月 17日（水） 

参加者 港湾関係事業所 3社，衣浦港務所 

内容 
出発点 2ヵ所，避難場所 3ヵ所設

定ルート 5ルート設定 

 

 
写真-1 避難検証の実施状況 

 

 
 

図-5 避難検証の結果および避難時の問題点 

出発地点（集合）

半田緑地

避難場所

ラウンドワン半田店

付属立体駐車場

経由地点

衣浦トンネル回数券販売所

避難困難地域

出発地点（集合）

西5号岸壁

中央ふ頭西

西5号岸壁

半田緑地

避難場所

愛知県

漁連海苔流通センター

避難場所

サウナ＆ホテルみどり館

防護ライン

避難ルート 所要時間

33分

38分
32分
35分
30分

屋上へのルートが不明確

電柱の転倒の可能性

歩道が狭い

高架橋落橋の可能性

交差点・交通量が多い

L型擁壁の転倒の可能性
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 港湾における避難対策の推進に向けて 
 

 周知・啓発の取組 

 意見交換会や避難検証での意見を基に，衣浦港に

おける企業等の津波避難および高潮回避に対する周

知・啓発として「パンフレット」各臨海部企業が津

波および高潮からの避難・回避を的確に行うための

事前対策として「標高図」，津波から安全かつ迅速に

避難するための避難対策の検討に活用するための資

料として「津波避難対策検討図」の作成を行った． 

 

 連携体制の構築の提案 

 避難対策は，「自助」「共助」を促すサポートを「公

助」が行うなど，「企業（個人）」「地区」「行政」の

連携が不可欠である．港湾において検討した避難対

策が，それぞれの地域防災計画等に対して，港湾の

特殊性が反映されるよう関係機関と調整していくこ

とが必要である．そのために，港湾管理者，市町，

立地・利用企業等の情報共有・連携が図れる体制を

構築することが望ましいと考え，図-6 に示すような

連携体制を提案した 4)．  

 

 

 おわりに 
 

 本論文では，衣浦港を対象に港湾の特殊性を踏ま

えて避難対策の検討を行い，意見交換会や避難検証

を通じて得られた意見や課題を示すとともに，港湾

地域における避難対策の現状とその必要性を確認し

た．また，港湾における避難対策の推進に向けたパ

ンフレット等の作成を行い，より実効性のある避難

対策とするために，港湾管理者，市町，立地・利用

企業等の情報共有・連携が図れる体制構築を提案し

た．主要な結論を以下に述べる． 

 

 

 

 津波避難対策の検討 

 津波避難対策の検討の結果，地区によって特性が

異なることから，堤外地や堤内地の浸水，構造物の

損傷等によるものなど，避難が困難となる理由も異

なる．そのため，各地区の社会的・地理的特徴に応

じた避難行動のあり方を検討する必要があることが

明らかとなった． 

 

 避難対策の検証 

意見交換会では，防災や避難に関して地域連携が

希薄であることが明らかとなり，今後は地域や企業

間の協働が必要であるという認識が得られた．避難

検証では，避難開始から完了までに最大 40分程度要

し，避難の際に問題となる箇所を確認できたことな

ど，今後の避難対策の検討に向けて有益な情報を得

ることができた． 

 

 港湾における避難対策の推進に向けて 

 避難対策の周知・啓発として，各臨海部企業の事

前対策や避難対策の検討のために，パンフレット等

を作成し，今後の港湾における避難対策の連携体制

の構築について提案した．このような組織を介して，

平時から会議や訓練等を継続的に実施していくこと

が災害時の臨機の対応に重要なことだと考える． 

 今後，臨海部企業は，企業の防災力向上のため，

地区や各社の実情を踏まえながら，主体的に避難・

回避対策を検討・推進することが望ましい．また，

地域防災力向上のため，必要に応じて，地域の企業

が連携し，自主防災組織を構築するなどの取組を進

めていくことが重要である．それに対し，市町や港

湾管理者は，これらの取組を支援していくものとし

ている． 
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図-6 港湾における避難対策の検討における連携 

臨海部地域

地域連携の避難計画

立地・利用企業

企業防災計画
企業避難計画

立地・利用企業

企業防災計画
企業避難計画

立地・利用企業

企業防災計画
企業避難計画

都道府県

津波避難計画策定指針
津波浸水想定区域
の設定、公表

市町村

地域防災計画
津波避難計画

港湾管理者

港湾における避難対策

国(地方整備局等)

連携・調整

市町の地域防災計画
や津波避難計画等に反映

連携・調整 連携・調整

※「港湾の津波避難対策に関するガイドライン」（国土交通省港湾局、平成25年9月）を
参考に作成。
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